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茂木外相が１０日の閣議で２０２６版の「外交青書」を

報告した。今回の青書は、中国の位置づけが大きく後

退したことが最大の注目点になっている。 

昨年１１月、台湾有事に関する高市早苗首相の国会

答弁を受け、関係が悪化する中国について「重要な隣

国」と記述、２５年版の「最も重要な２国間関係」から表

現が後退した。高市首相による台湾有事に関する「存

立危機事態」の答弁と、それに伴う中国の威圧的行動

の激化があるからだ。中国による日本への軍事行動や

経済的威圧、ＳＮＳ上での攻撃的な言動が、表現後退

を後押しした、と青書には記述されている。だが、中国

との「対話の扉は常に開いている」とし、共通の利益を

追求する「戦略的互恵関係」の枠組みは維持されてい

る。 

 国際（アジア太平洋地域） 国内   経済 インフラ 気候変動 再生可能エネルギー 水 水素 ＡＩ ＤＸ オピニオン

ン  

２０２６年４/1５  
（令和８年）Vol.239   

   発行日：5・15・25 

旬 刊 

 

ＴＨＥ ＡＳＩＡ ＥＣОＮOМＩＣ ＳＨＩМＢＵＮ 

国際（アジア太平洋地域） 国内 経済 都市開発 ＴＯＤ インフラ 上下水道 再生可能エネルギー 気候変動 生成ＡＩ オピニオン  

２０２６年版「外交青書」 

中国「重要な隣国」に表現が後退 
「安定した時代終焉」「中東安定に外交努力」の記述も 
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 アジア経済新聞 
  

 

■ジャンル：国際（主にアジア太平洋地域） 国内 政治 経済 金融 環境 気候変動 再生エネル

ギー 建設 鉄鋼 製造 通信 スマートシティ 住宅・不動産 物流 テクノロジー 先端技術 外務省、

国土交通省、経済産業省、国際協力機構（JICA）、ジェトロ、経済団体 オピニオン 

 
 

■購読料：２０,０００円（年間）消費税込み 

 

 

■発行元：一般社団法人海外インフラ研究協会／アジア経済新聞 

        東京都港区北青山２-７-20 猪瀬ビル２F  電話：０８０-４８３０-３３３０ 

        代表理事 礒部猛也 

 

 

■アジア経済新聞：編集責任者 千原直行 

     E-mail：chihara.naoyuki@gmail.com 
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